
2026年6月25日 静岡市清水区草薙北2番1号

静銀信用保証株式会社

代表取締役  有海隆之

貸借対照表（2026年3月31日現在） （単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

(資  産  の  部） (負  債  の  部）

  流   動   資   産 24,168,181    流   動   負   債 10,490,382  

    現金及び預金 22,619,306      前受保証料 9,694,274  

　　公社債 1,000,360      未払金              29,466  

    未収入金            318,036      未払法人税等 733,000  

    求償権 576,292      未払消費税等 9,495  

    貸倒引当金 △ 345,815      預り金 2,628  

    役員賞与引当金 8,981  

    賞与引当金 12,536  

  固   定   資   産 10,230,090    固   定   負   債 2,529,710  

    有形固定資産 12,565      保証損失引当金      2,420,102  

       建物付属設備 3,537      長期未払金 4,003  

       器具備品 9,027      役員退職慰労引当金 5,807  

    退職給付引当金  99,797  

    無形固定資産 129,941  

       電話加入権 1,340  負債合計 13,020,092  

       購入プログラム 128,600  

(純 資 産 の 部）

    投資その他の資産 10,087,583    株   主   資   本 21,378,178  

       投資有価証券        9,181,252      資本金 400,000  

       保証金権利金  4,980  

       長期前払費用 568      利益剰余金 20,978,178  

       繰延税金資産 900,783       利 益 準 備 金 100,000  

     その他利益剰余金 20,878,178  

       特別積立金 12,385,904  

       繰越利益剰余金 8,492,274  

(うち 当期純利益) （2,805,012）

純資産合計 21,378,178  

資産合計 34,398,271  負債純資産合計 34,398,271  

第50期　　決　算　公　告



重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 有価証券の評価基準および評価方法

⑴ 満期保有目的の有価証券

移動平均法による償却原価法　　（単位：円）

⑵ その他有価証券

時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券　　（単位：円）

2. 固定資産の減価償却の方法

⑴ 建物 ： 定額法を採用しています

建物付属設備および構築物 ： 定額法を採用しています

ただし、2016年3月31日以前に取得したものについては定率法を採用しています

上記以外 ： 定率法を採用しています

⑵ 無形固定資産・・・定額法を採用しています

時価が貸借対照
表計上額を超え
るもの

国債

地方債

注　記　表

静銀信用保証株式会社

種類 貸借対照表計上額 時価 差額

10,171,275,403

その他

小計 0 0 0

7,896,293,285 7,251,320,000 △ 644,973,285

国債

地方債

社債

9,373,700,000 △ 797,575,403

合計 10,171,275,403 9,373,700,000 △ 797,575,403

時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの

社債 2,274,982,118 2,122,380,000 △ 152,602,118

その他

小計

貸借対照表計上額

非上場株式 10,337,580

その他（社債・出資金等）

合計 10,337,580



3. 引当金の計上基準

⑴ 貸倒引当金

求償債権・仮払金に対して将来の損失発生に備えるため、法人税法上の規定により

計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています

⑵ 役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額を計上しています

⑶ 従業員賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当期負担相当額を計上して

います

⑷ 保証損失引当金

保証債務に対して将来の損失発生に備えるため、正常先等およびそのうちの資金使

途違反先については、それぞれの予想損失率に応じ一括計上し、破綻懸念先等につ

いては、個人再生申立方針の有無等個々の債務の回収可能性を勘案して個別計上

しています

住宅ローンと商品性が大きく相違するワイドローン先については正常先・要注意先

から分離して予想損失率を算定しています

⑸ 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています

⑹ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合退職による退職給与要

支給額を退職給付債務とみなし計上しています

4. 繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについては、「繰延税金資産の回収

可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指針第26号 2016年3月28日）」

に定められた適用指針を適用しております

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴ リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっています

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引で、リース総額が300万円以下のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています

なお、上記に係る未経過リース料総額は、0円であります

⑵ 消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています


